
供給体制の確保方策について 

資料１ 



子ども・子育て支援事業の量の見込みと確保方策 

 子ども・子育て支援法により策定が義務付けられている「市町村子ども・子育て支援事業計画」においては、市町村が 

定めた区域（教育・保育提供区域）ごとに、以下のとおり定めることとなっている。 

 ① 特定教育・保育施設（認定こども園、保育所、幼稚園）及び特定地域型保育事業（小規模保育、事業所内保育な 

  ど）の「量の見込み」及び「提供体制の確保及びその実施時期」 

 ② の「量の見 

  込み」及び「提供体制の確保及びその実施時期」 

  

需要量 供給量 確保方策 

ニーズ調査により算出 

（量の見込み） 

各施設の現在の定員、利用 

実績などから算出 

「需要量＞供給量」の場合に 

 行う施設整備などの対応 

教育・保育提供区域 

 ※ 需要量が供給量を上回る場合は、施設整備を行うなどにより、不足分を満たす必要がある。 

 市町村が、地理的条件、人口、交通事情その他の社会的条件、教育・保育施設の整備の状況等を総合的に勘案して定める 

区域。本市においては、特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業については、都心、中部、東部北、東部南、西部北、 

西部南、南部の７区域に区分し（別添資料のとおり）、地域子ども・子育て支援事業については、市内全域を１区域とする 

（放課後児童健全育成事業のみ７区域）。 
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＞ 

事業区分 定める内容 市町村が定める区域 

特定教育・保育施設（認定こども園、保育所、幼稚園）及

び特定地域型保育事業（小規模保育、事業所内保育など） 

「量の見込み」及び「提供体

制の確保及びその実施時期」 

７区域 

地域子ども・子育て支援事業（放課後児童健全育成事業、

ファミリー・サポート・センター事業など） 

「量の見込み」及び「提供体

制の確保及びその実施時期」 

１区域（市全域） 

（放課後児童健全育成事業のみ７区域） 



年度 H27 H28 H29 

区分 1号 
2号 3号 

1号 
2号 3号 

1号 
2号 3号 

学校教育
の希望強 

左記以外 0歳 1・2歳 
学校教育
の希望強 

左記以外 0歳 1・2歳 
学校教育
の希望強 

左記以外 0歳 1・2歳 

量の見込み ① 1,200人 535人 1,483人 375人 1,168人 1,181人 527人 1,466人 371人 1,166人 1,181人 527人 1,471人 371人 1,161人 

確
保
の
内
容
② 

特定教育・ 

保育施設 
955人 1,447人 273人 894人 1,090人 1,487人 283人 949人 1,090人 1,537人 313人 994人 

確認を受け
ない幼稚園 

1,280人 1,030人 1,030人 

特定地域型 

保育事業 
0人 10人 0人 10人 0人 10人 

認可外 

保育施設 
80人 60人 162人 80人 60人 162人 80人 60人 162人 

差（②－①） 500人 44人 △42人 △102人 412人 101人 △28人 △45人 412人 146人 2人 5人 

年度 H30 H31 

量の見込み ① 1,179人 536人 1,468人 368人 1,156人 1,175人 524人 1,465人 366人 1,152人 

確
保
の
内
容
② 

特定教育・ 

保育施設 
1,090人 1,537人 313人 994人 1,090人 1,537人 313人 994人 

確認を受け
ない幼稚園 

1,030人 1,030人 

特定地域型 

保育事業 
0人 10人 0人 10人 

認可外 

保育施設 
80人 60人 162人 80人 60人 162人 

差（②－①） 405人 149人 5人 10人 421人 152人 7人 14人 

①都心地区（紫雲・桜町・玉藻・高松第一・木太） 

特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業 

・特定教育・保育施設 

 ＝認定こども園・幼稚園・保育所 

・確認を受けない幼稚園 

 ＝新制度に移行しない幼稚園 

・特定地域型保育事業 

 ＝小規模保育、家庭的保育、居宅訪問型 

  保育、事業所内保育  
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27年度 28年度 29年度 30年度 

 認定こども園（幼稚園型） １か所 

 認定こども園（保育所型） １か所 

 小規模保育事業 １か所 

 認定こども園（幼稚園型） １か所 

 増築等 １か所（3号定員25名程度増） 

 保育所型認定こども園若しくは保育所 

 創設  １か所（定員100名程度） 

 増築等 １か所（3号定員25名程度増） 

1号 2号 0歳 1・2歳 1号 2号 0歳 1・2歳 1号 2号 0歳 1・2歳 1号 2号 0歳 1・2歳 

△20人 20人 0人 10人 △115人 40人 10人 55人 0人 50人 30人 45人 -人 -人 -人 -人 

確保方策 

※2号認定のニーズのうち、学校教育の利用
希望が強いと想定される者については、1号
認定の確保方策で充当することができる。 



年度 H27 H28 H29 

区分 1号 
2号 3号 

1号 
2号 3号 

1号 
2号 3号 

学校教育
の希望強 

左記以外 0歳 1・2歳 
学校教育
の希望強 

左記以外 0歳 1・2歳 
学校教育
の希望強 

左記以外 0歳 1・2歳 

量の見込み ① 1,467人 655人 1,025人 302人 759人 1,457人 650人 1,022人 305人 772人 1,480人 660人 1,040人 309人 779人 

確
保
の
内
容
② 

特定教育・ 

保育施設 
700人 1,017人 225人 595人 820人 1,105人 255人 662人 820人 1,155人 285人 707人 

確認を受け
ない幼稚園 

1,925人 1,645人 1,645人 

特定地域型 

保育事業 
0人 44人 0人 29人 0人 29人 

認可外 

保育施設 
81人 29人 89人 81人 29人 89人 81人 29人 89人 

差（②－①） 503人 73人 △48人 △31人 358人 164人 △21人 8人 325人 196人 5人 46人 

年度 H30 H31 

量の見込み ① 1,487人 660人 1,047人 311人 788人 1,506人 672人 1,061人 311人 796人 

確
保
の
内
容
② 

特定教育・ 

保育施設 
1,170人 1,255人 285人 707人 1,170人 1,255人 285人 707人 

確認を受け
ない幼稚園 

1,195人 1,195人 

特定地域型 

保育事業 
0人 29人 0人 29人 

認可外 

保育施設 
81人 29人 89人 81人 29人 89人 

差（②－①） 218人 289人 3人 37人 187人 275人 3人 29人 

②中部地区（鶴尾・一宮・太田・龍雲） 
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確保方策 

・特定教育・保育施設 

 ＝認定こども園・幼稚園・保育所 

・確認を受けない幼稚園 

 ＝新制度に移行しない幼稚園 

・特定地域型保育事業 

 ＝小規模保育、家庭的保育、居宅訪問型 

  保育、事業所内保育  

※2号認定のニーズのうち、学校教育の利用
希望が強いと想定される者については、1号
認定の確保方策で充当することができる。 

27年度 28年度 29年度 30年度 

 認定こども園（幼保連携型） １か所 

 小規模保育事業 ３か所 

  認定こども園（幼保連携型） １か所 

  保育所型認定こども園若しくは保育所 

  創設  １か所（定員100名程度） 

  増築等 １か所（3号定員25名程度増） 

  保育所型認定こども園若しくは保育所 

  創設  １か所（定員100名程度） 

  増築等 １か所（3号定員25名程度増） 

 認定こども園（幼保連携型） １か所 

1号 2号 0歳 1・2歳 1号 2号 0歳 1・2歳 1号 2号 0歳 1・2歳 1号 2号 0歳 1・2歳 

0人 60人 6人 80人 △160人 88人 30人 67人 0人 50人 30人 45人 △100人 100人 0人 0人 



年度 H27 H28 H29 

区分 1号 
2号 3号 

1号 
2号 3号 

1号 
2号 3号 

学校教育
の希望強 

左記以外 0歳 1・2歳 
学校教育
の希望強 

左記以外 0歳 1・2歳 
学校教育
の希望強 

左記以外 0歳 1・2歳 

量の見込み ① 911人 407人 647人 162人 506人 893人 399人 636人 160人 498人 887人 396人 633人 158人 491人 

確
保
の
内
容
② 

特定教育・ 

保育施設 
1,100人 866人 152人 526人 1,358人 980人 158人 569人 1,358人 980人 158人 569人 

確認を受け
ない幼稚園 

730人 280人 280人 

特定地域型 

保育事業 
0人 0人 0人 0人 0人 0人 

認可外 

保育施設 
32人 17人 33人 32人 17人 33人 32人 17人 33人 

差（②－①） 512人 251人 7人 53人 346人 376人 15人 104人 355人 379人 17人 111人 

年度 H30 H31 

量の見込み ① 883人 394人 632人 154人 484人 868人 387人 622人 151人 475人 

確
保
の
内
容
② 

特定教育・ 

保育施設 
1,358人 980人 158人 569人 1,358人 980人 158人 569人 

確認を受け
ない幼稚園 

280人 280人 

特定地域型 

保育事業 
0人 0人 0人 0人 

認可外 

保育施設 
32人 17人 33人 32人 17人 33人 

差（②－①） 361人 380人 21人 118人 383人 390人 24人 127人 

③東部北地区（屋島・古高松・庵治・牟礼） 
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確保方策 

・特定教育・保育施設 

 ＝認定こども園・幼稚園・保育所 

・確認を受けない幼稚園 

 ＝新制度に移行しない幼稚園 

・特定地域型保育事業 

 ＝小規模保育、家庭的保育、居宅訪問型 

  保育、事業所内保育  

※2号認定のニーズのうち、学校教育の利用
希望が強いと想定される者については、1号
認定の確保方策で充当することができる。 

27年度 28年度 29年度 30年度 

 認定こども園（幼保連携型） １か所 

 認定こども園（幼稚園型）  ２か所 

 認定こども園（幼保連携型） １か所 

  

1号 2号 0歳 1・2歳 1号 2号 0歳 1・2歳 1号 2号 0歳 1・2歳 1号 2号 0歳 1・2歳 

△360人 57人 6人 47人 △170人 140人 6人 48人 -人 -人 -人 -人 -人 -人 -人 -人 



年度 H27 H28 H29 

区分 1号 
2号 3号 

1号 
2号 3号 

1号 
2号 3号 

学校教育
の希望強 

左記以外 0歳 1・2歳 
学校教育
の希望強 

左記以外 0歳 1・2歳 
学校教育
の希望強 

左記以外 0歳 1・2歳 

量の見込み ① 128人 57人 621人 103人 421人 123人 55人 599人 102人 426人 122人 55人 597人 101人 422人 

確
保
の
内
容
② 

特定教育・ 

保育施設 
490人 601人 106人 363人 520人 571人 106人 363人 520人 571人 106人 363人 

確認を受け
ない幼稚園 

0人 0人 0人 

特定地域型 

保育事業 
0人 0人 0人 0人 0人 0人 

認可外 

保育施設 
90人 0人 60人 90人 0人 60人 90人 0人 60人 

差（②－①） 305人 70人 3人 2人 342人 62人 4人 △3人 343人 64人 5人 1人 

年度 H30 H31 

量の見込み ① 121人 54人 594人 99人 418人 122人 54人 596人 97人 413人 

確
保
の
内
容
② 

特定教育・ 

保育施設 
520人 571人 106人 363人 520人 571人 106人 363人 

確認を受け
ない幼稚園 

0人 0人 

特定地域型 

保育事業 
0人 0人 0人 0人 

認可外 

保育施設 
90人 0人 60人 90人 0人 60人 

差（②－①） 345人 67人 7人 5人 344人 65人 9人 10人 

④東部南地区（協和・山田） 
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確保方策 

・特定教育・保育施設 

 ＝認定こども園・幼稚園・保育所 

・確認を受けない幼稚園 

 ＝新制度に移行しない幼稚園 

・特定地域型保育事業 

 ＝小規模保育、家庭的保育、居宅訪問型 

  保育、事業所内保育  

※2号認定のニーズのうち、学校教育の利用
希望が強いと想定される者については、1号
認定の確保方策で充当することができる。 

27年度 28年度 29年度 30年度 

 認定こども園（幼保連携型） １か所 

  

1号 2号 0歳 1・2歳 1号 2号 0歳 1・2歳 1号 2号 0歳 1・2歳 1号 2号 0歳 1・2歳 

-人 -人 -人 -人 30人 △30人 0人 0人 -人 -人 -人 -人 -人 -人 -人 -人 



年度 H27 H28 H29 

区分 1号 
2号 3号 

1号 
2号 3号 

1号 
2号 3号 

学校教育
の希望強 

左記以外 0歳 1・2歳 
学校教育
の希望強 

左記以外 0歳 1・2歳 
学校教育
の希望強 

左記以外 0歳 1・2歳 

量の見込み ① 195人 87人 444人 101人 296人 190人 85人 435人 101人 297人 191人 85人 437人 99人 294人 

確
保
の
内
容
② 

特定教育・ 

保育施設 
460人 471人 88人 270人 460人 471人 88人 270人 460人 471人 88人 270人 

確認を受け
ない幼稚園 

180人 180人 180人 

特定地域型 

保育事業 
0人 10人 0人 10人 0人 10人 

認可外 

保育施設 
9人 11人 20人 9人 11人 20人 9人 11人 20人 

差（②－①） 358人 36人 △2人 4人 365人 45人 △2人 3人 364人 43人 0人 6人 

年度 H30 H31 

量の見込み ① 188人 84人 431人 98人 291人 187人 84人 430人 96人 288人 

確
保
の
内
容
② 

特定教育・ 

保育施設 
460人 471人 88人 270人 460人 471人 88人 270人 

確認を受け
ない幼稚園 

180人 180人 

特定地域型 

保育事業 
0人 10人 0人 10人 

認可外 

保育施設 
9人 11人 20人 9人 11人 20人 

差（②－①） 368人 49人 1人 9人 369人 50人 3人 12人 

⑤西部北地区（下笠居・勝賀） 
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確保方策 

・特定教育・保育施設 

 ＝認定こども園・幼稚園・保育所 

・確認を受けない幼稚園 

 ＝新制度に移行しない幼稚園 

・特定地域型保育事業 

 ＝小規模保育、家庭的保育、居宅訪問型 

  保育、事業所内保育  

※2号認定のニーズのうち、学校教育の利用
希望が強いと想定される者については、1号
認定の確保方策で充当することができる。 

27年度 28年度 29年度 30年度 

 小規模保育事業 １か所 

1号 2号 0歳 1・2歳 1号 2号 0歳 1・2歳 1号 2号 0歳 1・2歳 1号 2号 0歳 1・2歳 

0人 0人 0人 10人 -人 -人 -人 -人 -人 -人 -人 -人 -人 -人 -人 -人 



年度 H27 H28 H29 

区分 1号 
2号 3号 

1号 
2号 3号 

1号 
2号 3号 

学校教育
の希望強 

左記以外 0歳 1・2歳 
学校教育
の希望強 

左記以外 0歳 1・2歳 
学校教育
の希望強 

左記以外 0歳 1・2歳 

量の見込み ① 390人 174人 715人 114人 457人 377人 168人 693人 115人 466人 377人 168人 694人 115人 468人 

確
保
の
内
容
② 

特定教育・ 

保育施設 
975人 675人 106人 406人 985人 665人 106人 406人 985人 715人 136人 451人 

確認を受け
ない幼稚園 

90人 90人 90人 

特定地域型 

保育事業 
0人 18人 0人 18人 0人 18人 

認可外 

保育施設 
0人 0人 0人 0人 0人 0人 0人 0人 0人 

差（②－①） 501人 △40人 △8人 △33人 530人 △28人 △9人 △42人 530人 21人 21人 1人 

年度 H30 H31 

量の見込み ① 381人 170人 703人 115人 469人 386人 172人 713人 114人 469人 

確
保
の
内
容
② 

特定教育・ 

保育施設 
985人 715人 136人 451人 985人 715人 136人 451人 

確認を受け
ない幼稚園 

90人 90人 

特定地域型 

保育事業 
0人 18人 0人 18人 

認可外 

保育施設 
0人 0人 0人 0人 0人 0人 

差（②－①） 524人 12人 21人 0人 517人 2人 22人 0人 

⑥西部南地区（香東・国分寺） 
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確保方策 

・特定教育・保育施設 

 ＝認定こども園・幼稚園・保育所 

・確認を受けない幼稚園 

 ＝新制度に移行しない幼稚園 

・特定地域型保育事業 

 ＝小規模保育、家庭的保育、居宅訪問型 

  保育、事業所内保育  

※2号認定のニーズのうち、学校教育の利用
希望が強いと想定される者については、1号
認定の確保方策で充当することができる。 

27年度 28年度 29年度 30年度 

 認定こども園（幼保連携型） １か所 

 認定こども園（保育所型）  １か所 

 小規模保育事業 １か所 

 保育所型認定こども園若しくは保育所 

 創設  １か所（定員100名程度） 

 増築等 １か所（3号定員25名程度増） 

1号 2号 0歳 1・2歳 1号 2号 0歳 1・2歳 1号 2号 0歳 1・2歳 1号 2号 0歳 1・2歳 

30人 △10人 0人 18人 -人 -人 -人 -人 0人 50人 30人 45人 -人 -人 -人 -人 



年度 H27 H28 H29 

区分 1号 
2号 3号 

1号 
2号 3号 

1号 
2号 3号 

学校教育
の希望強 

左記以外 0歳 1・2歳 
学校教育
の希望強 

左記以外 0歳 1・2歳 
学校教育
の希望強 

左記以外 0歳 1・2歳 

量の見込み ① 192人 86人 443人 64人 313人 191人 85人 441人 64人 300人 188人 84人 437人 63人 295人 

確
保
の
内
容
② 

特定教育・ 

保育施設 
735人 479人 64人 297人 735人 479人 64人 297人 735人 479人 64人 297人 

確認を受け
ない幼稚園 

0人 0人 0人 

特定地域型 

保育事業 
0人 0人 0人 0人 0人 0人 

認可外 

保育施設 
9人 3人 6人 9人 3人 6人 9人 3人 6人 

差（②－①） 457人 45人 3人 △10人 459人 47人 3人 3人 463人 51人 4人 8人 

年度 H30 H31 

量の見込み ① 187人 84人 435人 62人 293人 181人 81人 421人 60人 288人 

確
保
の
内
容
② 

特定教育・ 

保育施設 
735人 479人 64人 297人 735人 479人 64人 297人 

確認を受け
ない幼稚園 

0人 0人 

特定地域型 

保育事業 
0人 0人 0人 0人 

認可外 

保育施設 
9人 3人 6人 9人 3人 6人 

差（②－①） 464人 53人 5人 10人 473人 67人 7人 15人 

⑦南部地区（香南・香川第一・塩江） 
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確保方策 

・特定教育・保育施設 

 ＝認定こども園・幼稚園・保育所 

・確認を受けない幼稚園 

 ＝新制度に移行しない幼稚園 

・特定地域型保育事業 

 ＝小規模保育、家庭的保育、居宅訪問型 

  保育、事業所内保育  

※2号認定のニーズのうち、学校教育の利用
希望が強いと想定される者については、1号
認定の確保方策で充当することができる。 

27年度 28年度 29年度 30年度 

 なし 

 

1号 2号 0歳 1・2歳 1号 2号 0歳 1・2歳 1号 2号 0歳 1・2歳 1号 2号 0歳 1・2歳 

-人 -人 -人 -人 -人 -人 -人 -人 -人 -人 -人 -人 -人 -人 -人 -人 



年度 H27 H28 H29 

区分 1号 
2号 3号 

1号 
2号 3号 

1号 
2号 3号 

学校教育
の希望強 

左記以外 0歳 1・2歳 
学校教育
の希望強 

左記以外 0歳 1・2歳 
学校教育
の希望強 

左記以外 0歳 1・2歳 

量の見込み ① 4,483人 2,001人 5,378人 1,221人 3,920人 4,412人 1,969人 5,292人 1,218人 3,925人 4,426人 1,975人 5,309人 1,216人 3,910人 

確
保
の
内
容
② 

特定教育・ 

保育施設 
5,415人 5,556人 1,014人 3,351人 5,968人 5,758人 1,060人 3,516人 5,968人 5,908人 1,150人 3,651人 

確認を受け
ない幼稚園 

4,205人 3,225人 3,225人 

特定地域型 

保育事業 
0人 82人 0人 67人 0人 67人 

認可外 

保育施設 
301人 120人 370人 301人 120人 370人 301人 120人 370人 

差（②－①） 3,136人 479人 △87人 △117人 2,812人 767人 △38人 28人 2,792人 900人 54人 178人 

年度 H30 H31 

量の見込み ① 4,426人 1,982人 5,310人 1,207人 3,899人 4,425人 1,974人 5,308人 1,195人 3,881人 

確
保
の
内
容
② 

特定教育・ 

保育施設 
6,318人 6,008人 1,150人 3,651人 6,318人 6,008人 1,150人 3,651人 

確認を受け
ない幼稚園 

2,775人 2,775人 

特定地域型 

保育事業 
0人 67人 0人 67人 

認可外 

保育施設 
301人 120人 370人 301人 120人 370人 

差（②－①） 2,685人 999人 63人 189人 2,694人 1,001人 75人 207人 

●市全域 
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確保方策 

・特定教育・保育施設 

 ＝認定こども園・幼稚園・保育所 

・確認を受けない幼稚園 

 ＝新制度に移行しない幼稚園 

・特定地域型保育事業 

 ＝小規模保育、家庭的保育、居宅訪問型 

  保育、事業所内保育  

※2号認定のニーズのうち、学校教育の利用
希望が強いと想定される者については、1号
認定の確保方策で充当することができる。 

27年度 28年度 29年度 30年度 

 認定こども園（幼保連携型） ３か所 

 認定こども園（幼稚園型）  ３か所 

 認定こども園（保育所型）  ２か所 

 小規模保育事業 ６か所 

  認定こども園（幼保連携型） ３か所 

  認定こども園（幼稚園型）  １か所 

  保育所型認定こども園若しくは保育所 

  創設  １か所（定員100名程度） 

  増築等 ２か所（3号定員25名程度増） 

  保育所型認定こども園若しくは保育所 

  創設  ３か所（定員100名程度） 

  増築等 ３か所（3号定員25名程度増） 

 認定こども園（幼保連携型） １か所 

1号 2号 0歳 1・2歳 1号 2号 0歳 1・2歳 1号 2号 0歳 1・2歳 1号 2号 0歳 1・2歳 

△350人 127人 12人 165人 △415人 238人 46人 170人 0人 150人 90人 135人 △100人 100人 0人 0人 



時間外保育事業（延長保育事業） 

実態（H25） H27 H28 H29 H30 H31 

量の見込み ① ― 5,950人 5,901人 5,901人 5,889人 5,870人 

確保の内容 ② 3,153人 3,500人 4,100人 4,900人 5,400人 5,870人 

差（②－①） ― 2,450人 1,801人 1,001人 489人 0人 

確保方策（施設数） 62か所 62か所 63か所 66か所 66か所 66か所 

 新たに創設予定の４か所の認定こども園等で時間外保育事業を実施するとともに、保育士の確保および施設運営費の充実により、供給

体制の確保に努める。 

一時預かり事業（幼稚園実施） 

実態（H25） H27 H28 H29 H30 H31 

量
の
見
込
み 

１号認定による利用 ― 40,917人日 40,265人日 40,393人日 40,396人日 40,382人日 

２号認定による利用 ― 320,625人日 315,517人日 316,517人日 316,544人日 316,436人日 

計 ① ― 361,542人日 355,782人日 356,910人日 356,940人日 356,818人日 

確保の内容 ② 168,500人日 205,500人日 242,500人日 279,500人日 316,500人日 356,818人日 

差（②－①） ― 156,042人日 113,282人日 77,410人日 40,440人日 0人日 

確保方策（施設数） 25か所 25か所 25か所 25か所 25か所 25か所 

 市内の私立幼稚園２５園全てで一時預かり事業を実施していることから、今後は人の確保等により、さらなる供給体制の確保に努める。 
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地域子ども・子育て支援事業 

 保育所において、通常の利用時間を超えて保育を実施する事業（延長保育）。 

 幼稚園において、通常の利用時間を超えて教育活動を実施する事業（預かり保育）。 



実態（H24） H27 H28 H29 H30 H31 

量の見込み ① ― 49,961人日 49,863人日 49,739人日 49,550人日 49,274人日 

確保の内容 ② 13,957人日 20,000人日 27,000人日 36,000人日 43,000人日 49,274人日 

差（②－①） ― 29,961人日 22,863人日 13,739人日 6,550人日 0人日 

確保方策（施設数） 29か所 29か所 30か所 33か所 33か所 33か所 

 新たに創設予定の４か所の認定こども園等による実施か所数の増に加え、保育士の確保および施設運営費の充実により、供給体制の確

保に努める。 

 

一時預かり事業（保育所実施） 

地域子育て支援拠点事業 

実態（H24） H27 H28 H29 H30 H31 

量の見込み 65,276人回 158,364人回 158,196人回 157,728人回 157,020人回 153,588人回 

確
保
方
策
（
施
設
数
） 

旧ひろば型 9か所 9か所 9か所 9か所 9か所 9か所 

旧センター型 20か所 20か所 20か所 20か所 20か所 20か所 

直営 2か所 2か所 2か所 2か所 2か所 2か所 

合計 31か所 31か所 31か所 31か所 31か所 31か所 

 ２４年度実績数の約２．５倍の量が見込まれているが、本市の拠点数は、国の「子ども・子育てビジョン」の数値目標（中学校区に１

つ＝２３か所）を達成していることから、当面は現有施設３１か所の利用促進を図るとともに、今後、幼保連携型認定こども園の整備状

況、見込み数値と実績数値との乖離などを考慮しながら、中間年度において確保方策を見直すものとする。 
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 保護者が病気や休養の場合など、保育所で一時的に子どもを預かる事業。 

 乳幼児とその保護者が交流する場所を開設し、子育てについての相談、情報の提供、助言などの援助を行う事業。 



実態（H25） H27末 H28末 H29末 H30末 H31末 

人 か所 人 か所 人 か所 人 か所 人 か所 人 か所 

都心 

量の見込み ① 844 ― 1,120 29 1,143 29 1,148 29 1,146 29 1,142 29 

確保の内容 ② 822 20 926 21 1,021 24 1,131 27 1,140 28 1,142 29 

差（②－①） △22 ― △194 △8 △122 △5 △17 △2 △6 △1 0 0 

中部 

量の見込み ① 672 ― 1,010 30 1,047 30 1,063 30 1,077 30 1,082 30 

確保の内容 ② 634 18 812 22 1,019 27 1,061 29 1,077 30 1,082 30 

差（②－①） △38 ― △198 △8 △28 △3 △2 △1 0 0 0 0 

東部北 

量の見込み ① 580 ― 645 18 625 18 594 18 571 18 559 18 

確保の内容 ② 567 15 623 16 606 16 581 16 571 17 559 18 

差（②－①） △13 ― △22 △2 △19 △2 △13 △2 0 △1 0 0 

東部南 

量の見込み ① 234 ― 330 11 322 11 313 11 304 11 295 11 

確保の内容 ② 234 8 309 10 306 10 310 11 304 11 295 11 

差（②－①） 0 ― △21 △1 △16 △1 △3 0 0 0 0 0 

西部北 

量の見込み ① 279 ― 290 8 286 8 275 8 273 8 269 8 

確保の内容 ② 253 6 268 7 267 7 264 7 263 7 269 8 

差（②－①） △26 ― △22 △1 △19 △1 △11 △1 △10 △1 0 0 

西部南 

量の見込み ① 381 ― 531 17 539 17 535 17 526 17 513 17 

確保の内容 ② 368 10 514 14 517 14 516 14 521 15 513 17 

差（②－①） △13 ― △17 △3 △22 △3 △19 △3 △5 △2 0 0 

南部 

量の見込み ① 219 ― 308 9 297 9 286 9 276 9 274 9 

確保の内容 ② 219 5 279 8 271 8 286 9 276 9 274 9 

差（②－①） 0 ― △29 △1 △26 △1 0 0 0 0 0 0 

合計 

量の見込み ① 3,209 ― 4,234 122 4,259 122 4,214 122 4,173 122 4,134 122 

確保の内容 ② 3,097 82 3,731 98 4,007 106 4,149 113 4,152 117 4,134 122 

差（②－①） △112 ― △503 △24 △252 △16 △65 △9 △21 △5 0 0 

②の対前年度比 

(内訳は次ページ) 
634 16 276 8 142 7 3 4 △18 5 

 ニーズ調査により算出された年度別、かつ、７つの区域ごとの見込み量を基に、小学校区別の見込量を推計した上で、老朽化等による早 

急な対応が必要なクラブや待機児童の多い校区を優先的に整備を行い、３１年度末での解消を目指す。 

 なお、確保方策の検討に当たっては、公設で対応することを基本とする中で、対応できない区域については、民間事業者による事業展開 

を見込む。 

放課後児童健全育成事業（放課後児童クラブ） 
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 保護者が労働等により昼間家庭にいない小学校児童に対し、授業の終了後に小学校の余裕教室、児童館等を利用して適切な遊び及び

生活の場を与えて、その健全な育成を図る事業。 



H25・H26 H27 H28 H29 H30 H31 合計 

人 か所 人 か所 人 か所 人 か所 人 か所 人 か所 人 か所 

都心 

公立 60 2 100 3 10 1 20 1 190 7 

民間 29 1 29 1 58 2 

※その他 75 6 10 △1 △18 72 

計 75 0 29 1 95 3 110 3 9 1 2 1 320 9 

中部 

公立 80 2 40 1 160 4 40 1 40 1 360 9 

民間 25 1 25 1 25 1 75 3 

※その他 29 4 22 △23 △24 5 13 

計 109 2 69 2 207 5 42 2 16 1 5 0 448 12 

東部北 

公立 20 1 40 1 △20 1 40 3 

民間 0 0 

※その他 44 △8 △17 △25 △50 80 △48 

計 44 0 12 1 △17 0 △25 0 △10 1 △12 1 △8 3 

東部南 

公立 40 1 10 1 10 1 60 3 

民間 0 0 

※その他 29 △4 △3 △6 △6 △9 1 

計 69 1 6 1 △3 0 4 1 △6 0 △9 0 61 3 

西部北 

公立 30 1 40 1 70 2 

民間 0 0 

※その他 △15 △1 △3 △1 △34 △54 

計 15 1 0 0 △1 0 △3 0 △1 0 6 1 16 2 

西部南 

公立 100 3 10 1 40 1 40 2 190 7 

民間 0 0 

※その他 34 2 3 △1 △35 △48 △45 

計 134 3 12 1 3 0 △1 0 5 1 △8 2 145 7 

南部 

公立 20 3 40 1 60 4 

民間 0 0 

※その他 40 △8 △25 △10 △2 △5 

計 60 3 0 0 △8 0 15 1 △10 0 △2 0 55 4 

合計 

公立 270 10 80 4 220 6 190 6 130 4 80 5 970 35 

民間 54 2 54 2 25 1 0 0 0 0 133 5 

※その他 236 △6 2 △73 △127 △98 △66 

計 506 10 128 6 276 8 142 7 3 4 △18 5 1,037 40 

 ※その他・・・各クラブにおける定員内での利用児童数の増減の合計。 

  例１） 10人の待機児童がいるクラブに、定員40人の施設整備をすると、定員は＋40人だが、利用児童数は△30人となる。 

  例２） 定員40人のところ20人利用のクラブに、10人の利用希望があっても、定員は変わらず、利用児童数はそのまま＋10人となる。 
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(確保の内容②)のうち、当該年度の確保方策  

区域 
整備年度 



実態（H24） H27 H28 H29 H30 H31 

量の見込み 17人 57人 56人 56人 56人 56人 

確保方策（施設数） 1か所 2か所 2か所 2か所 2か所 2か所 

 現在、事業の委託先は１か所であるが、見込み数に対応できるよう、さらに委託先を１か所確保し、２か所で実施する。 
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子育て短期支援事業 

病児・病後児保育事業 

実態（H24） H27 H28 H29 H30 H31 

量の見込み ① ― 6,988人 7,168人 7,396人 7,610人 7,814人 

確保の内容 ② 5,806人 6,988人 7,168人 7,396人 7,610人 7,814人 

差（②－①） ― 0人 0人 0人 0人 0人 

確保方策（施設数） 5か所 6か所 6か所 6か所 6か所 6か所 

 こども未来計画（後期計画）の２６年度目標数値である６か所設置を継続延長とし、引き続き、関係医療機関への協力依頼に努める。 

 保護者の疾病等の理由により家庭において養育を受けることが一時的に困難となった児童について、児童養護施設等に入所させ、必

要な保護を行う事業。 

 病児・病後児について、病院や保育所等に付設された専用スペース等において、看護師等が一時的に保育等する事業。 



ファミリー・サポート・センター事業 

実態（H24） H27 H28 H29 H30 H31 

量の見込み 

① 

就学前 － 3,240人 3,240人 3,240人 3,240人 3,240人 

小（低学年） － 2,790人 2,790人 2,790人 2,790人 2,790人 

小（高学年） － 500人 500人 500人 500人 500人 

確保の内容 

② 

就学前 3,099人 3,240人 3,240人 3,240人 3,240人 3,240人 

小（低学年） 1,748人 2,790人 2,790人 2,790人 2,790人 2,790人 

小（高学年） 501人 500人 500人 500人 500人 500人 

差（②－①） － 0人 0人 0人 0人 0人 

 養成講座の充実や提供会員の増員により、現在の実施体制を拡充するとともに、広報活動により更に多くの市民への周知拡大を図る。 
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利用者支援事業 

実態（H24） H27 H28 H29 H30 H31 

量の見込み ① － 4か所 4か所 4か所 4か所 4か所 

確保方策 ② － 4か所 4か所 4か所 4か所 4か所 

差（②－①） － 0か所 0か所 0か所 0か所 0か所 

 ２５年度途中からの地域機能強化型としての事業委託に引き続き、２６年度は利用者支援事業として４か所に事業委託している。当面

は現状の４か所とし、中間年度において、利用実態を踏まえ、確保方策を見直すものとする。 

 育児など子育ての援助をしてほしい人と援助したい人が会員となる組織（ファミリー・サポート・センター）を設立し、地域で子育

て援助活動をする事業。 

 子どもや保護者の身近な場所で、教育・保育施設や地域の子育て支援事業等の情報提供及び必要に応じ相談・助言等を行うとともに、

関係機関との連絡調整等を実施する事業。 



妊婦検診事業 

実態（H24） H27 H28 H29 H30 H31 

量の見込み 3,983人 3,980人 3,965人 3,959人 3,931人 3,894人 

検診回数 46,678回 47,760回 47,580回 47,508回 47,172回 46,728回 

確保の内容 － 

実施場所：県内産婦人科医療機関及び助産所 

実施体制：香川県医師会及び香川県助産師会に委託 

     里帰りで県外医療機関受診の場合は、償還払いで対応 

検査項目：問診・診察・血圧・体重測定・尿化学検査・血液検査・超音波検査等 

実施時期：通年 

※健診回数は、実人数×１２回（１人あたりの回数） 

 香川県医師会及び香川県助産師会と委託契約し、県内の産婦人科医療機関（４６か所）と助産所（３か所）において健診が受診できる。 

 里帰りで県外の医療機関を受診する場合は、償還払いで対応を行う。 
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乳児家庭全戸訪問事業 

実態（H24） H27 H28 H29 H30 H31 

量の見込み 3,943人 3,829人 3,815人 3,809人 3,782人 3,746人 

確保の内容 － 

実施体制：61人 

実施機関：保健センター、助産師会 

委託団体：香川県助産師会 

 保健センターにおいては、地区保健師と事業専用に雇用した嘱託保健師により乳児訪問を実施するとともに、事業の一部を香川県助産 

師会に委託し、保健センターと助産師会とで全戸訪問を目指す。 

 （地区保健師４１人、事業専門保健師３人、助産師１７人） 

 妊婦の健康の保持及び増進を図るため、妊婦に対する健康診査を実施する事業。 

 生後４か月までの乳児のいる全ての家庭を訪問し、子育て支援に関する情報提供や養育環境等の把握を行う事業。 



養育支援訪問事業 

実態（H24） H27 H28 H29 H30 H31 

量の見込み 

人数 36人 47人 47人 47人 47人 46人 

回数 355回 460回 459回 458回 454回 450回 

確保の内容 － 
実施体制：養育支援員17名 

（保健師・助産師・保育士等） 

 適正な事業の実施に当たっては、保健師、助産師、保育士等の資格を持つ養育支援員の継続的確保が求められるため、引き続き、助産

師会等の協力を得て人員の確保に努める。 
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実費徴収に係る補足給付を行う事業 

多様な主体が本制度に参入することを促進するための事業 

 保護者の世帯所得の状況等を勘案して、保育施設等に対して保護者が支払うべき日用品、文房具その他の教育・保育に必要な物品の購

入又は行事への参加に要する費用等を助成する事業。 

 特定教育・保育施設等への民間事業者の参入の促進に関する調査研究その他の多様な事業者の能力を活用した特定教育・保育施設等の

設置又は運営を促進するための事業。 

 上記２事業は、子ども・子育て支援法に定める地域子ども・子育て支援事業の一部であり、同法において「子ども・子

育て支援事業計画」に記載することとなっているが、事業の詳細その他が国から示されていないため、国の動向を踏まえ、

今後、検討することとする。 

 養育支援が特に必要な家庭に対して、その居宅を訪問し、養育に関する指導・助言等を行うことにより、当該家庭の適切な養育の

実施を確保する事業。 



子ども・子育て支援事業の今後のスケジュール 

８月 ９月 １０月～３月 

審議会 

（子ども・子育て 

支援会議） 

県 

その他 

● 

支援会議 

（確保方策） 

● 

部会 

（確保方策） 

● 

報告 

（確保方策） 

● 

支援会議 

（計画原案） 

● 

パブリックコメント 

（計画原案） 

● 

提出 

（計画） 

● 

支援会議 

（計画案） 
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